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 はじめに 

川崎市では、平成３０年３月、福祉、教育、保健、雇用等の分野におい

て策定される諸計画を一体化し、「川崎市子ども・若者の未来応援プラン～

未来を担う子ども・若者がすこやかに育ち成長できるまち・かわさき～」

を策定しています。そこでは、子ども･若者が健やかに成長することのでき

る社会の実現のために、家庭、子ども・若者に関わる施設、地域、企業、

行政には固有の役割と責任があることを認めつつ、相互に連携協働して取

り組むこととされています。 

一方、川崎市では、高齢者や障害者をはじめ、子ども・若者や子育て世

代の全ての地域住民を対象とし、諸分野における策定計画の上位概念とし

て位置付けられる「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」を平成２

７年３月に策定し、その構築に向けた地域づくりの取組を進めています。 

こうした中、平成２８年５月には全国市長会の政策推進委員会から、人

口減少・超高齢社会における地域づくりの方向性と課題とが「人口減少社

会における多世代交流・共生のまちづくりに関する研究会」報告書におい

て提言されています。そこでは、人口増加を展望した多世代交流と共生の

まちづくりにも言及されております。 

これらの視点のいずれも、地域の活性化を目指して多世代間の交流を導

入しようとするものです。近年の川崎市における人口増加・都市機能高度

化に並行して、家庭と地域との関係が希薄化し、地域社会における子育て・

若者育ての環境・機能が低められつつある状況にあると捉える必要があり

ます。こうした社会情勢にあって、今期の当協議会では、子ども・若者の

成長には多世代との交流体験・活動が欠かせないという視点に立って、特

に、中学生・高校生世代が主体にも客体にもなり得る多世代交流の推進に

ついて協議し、意見具申としてまとめることができました。 

この意見具申を踏まえ、川崎市が地域づくりを通した多世代交流を進め

ていくことによって、中学生・高校生世代が主役として生き生きと活躍し、

次の時代を担う人材として成長するようになることが期待できます。 

最後になりますが、今期協議会が意見具申としてまとめるまでの過程で、

視察実地調査への機会、貴重な御意見や資料を提供してくださった方々、

並びに行政の関係者に心から感謝申し上げます。 

平成３０年７月 

                 第２９期川崎市青少年問題協議会 

                      会長 岡 田 守 弘 
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第１章 子ども・若者を取り巻く現状 

１ 学校における子ども・若者の現状 

近年、国内の多くの都市では、人口が減少し、児童生徒数も減少する

ことで、公立学校の再編統合等が進められています。 

平成３０年３月末日現在の川崎市年齢別人口統計によれば、５歳～９

歳の人口が 64,120 人、１０歳～１４歳が 61,200 人、１５歳～１９歳が

63,499 人で、児童人口の増加傾向が続いており、川崎市将来人口推計に

おいては、平成４２（２０３０）年までは、引き続き人口が増加傾向にあ

ることが予測されています。 

また、川崎市の学校における児童生徒の状況に目を向けると、平成２

９年５月１日現在の川崎市立学校児童生徒数(市外や私立の高等学校に

在籍する生徒や就労する少年については、この数には含まれていませ

ん。)は、小学校 72,951 人、中学校 29,265 人、高等学校 4,662 人、特別

支援学校 591 人です。児童生徒数の増加が続く中、この１０年で、小学

生で約 7.2％、中学校で約 12.7％の増加をしており、教育委員会事務局

の推計によれば、今後数年間はさらに増加傾向が続くことが予測されて

います。 

こうした社会状況の中、「平成２８年度川崎市立小・中学校における児

童生徒の問題行動等の状況調査結果」（教育委員会事務局）によると、小

中学校の不登校児童生徒数は 1,494 人で、この５年間の推移を見ると増

加傾向にあります。不登校の要因に目を向けると、友人関係をめぐる問

題や入学、転学、進級時の不適応を理由とする児童生徒の割合も高い傾

向にあり、良好な人間関係を築くことを苦手とする児童生徒が一定数存

在することが推測できます。 

小学校６年生が翌年中学校１年生になった際の不登校増加率も依然と

して高い数値が続いており、一人ひとりの生徒に応じた適切な支援を小

中学校が連携して取り組む対策が必要となっています。この現象も良好

な人間関係を築くことを苦手とすることから生じているようです。 

また、良好な人間関係を築くことを苦手とする面と関連する事柄とし

て、いじめの認知件数も平成２８年度は小学校で 1,165 件となっており、
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過去５年間の推移を見るとやはり増加傾向にあります。平成２５年に「い

じめ防止対策推進法」が制定され、「いじめ」の定義が変更されたことや、

初期段階のいじめについても積極的に認知してその解消に取り組むこと

の重要性が各学校に浸透していますが、中学校の 231 件と合わせて、い

じめ問題は学校現場が取り組むべき大きな課題と言えます。 

良好な人間関係を築くことを苦手とする児童生徒が増えてきている背

景の１つには、子ども・若者を取り巻く環境の変化から、多世代との交

流体験等の希薄さにより生じている課題があると言えます。 

２ 子ども・若者たちの生活実態と地域活力の低下 

子ども・若者たちを取り巻く社会では、少子高齢化が進行し人口構造

に変化が生じています。また、生産年齢人口の減少や地域社会の活力の

低下等が、社会・経済に深刻な影響を与えるものとして懸念されていま

す。そして、首都圏への人口集中による都市化の進展は核家族の増加を

生み、家庭と地域との関係の希薄化が進行することで、地域社会全体で

子育てを助け合う環境が失われつつあると言われています。 

地域の大人たちが家庭と協力して、地域の子どもたちの躾をする光景

はあまり見られなくなりました。異年齢の子どもたちで構成された遊び

仲間の集団も少なくなり、年長者が年下の子どもに遊びを教える機会も

少なくなりました。大人と子ども、または年齢の異なる子どもたちが触

れ合う機会の減少は、人と人とのつながりの中で人を育てるという、地

域社会が持つ機能を果たせなくなっていることを示しています。 

かつては地域の子ども会等が中心となって、地域の大人たちの指導の

下、異年齢の子どもたち同士が触れ合う場が盛んに設けられていました。

しかし、川崎市も例外ではなく、近年では子ども会の会員数も減少傾向

が進んでいて、一般社団法人川崎市子ども会連盟の報告によれば、平成

３０年３月末の会員数は 25,873 人で、およそ１０年で 30％の減少率を

示しており、こういった光景も過去のものとなっています。 

また、平成２８年度に実施した「こども文化センター・わくわくプラ

ザ事業アンケート」（こども未来局）によれば、「こども文化センターを

利用していない（「以前に利用したことがある」を含む。）」と回答した人
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数は、小学生では全体の 23％、中学生は 66％、高校生は 90％にのぼりま

す。こども文化センターにおいても、地域で異なる世代の子ども・若者

が交流する場所としては機能していないことが窺えます。 

さらに、「平成２９年度全国学力・学習状況調査」によれば、中学生の

放課後の過ごし方は、「部活動」、「家でテレビやゲーム、インターネット」、

「学習塾」といった回答が多く、「地域の活動に参加」と回答した生徒は

わずか 1.5％です。この傾向は全国の数値をみてもほぼ同様で、学習塾に

通っている川崎市の中学３年生は 75.3％で、全国の数値 61.4％と比較し

ても多く、都市部の特徴が現れていると言えます。 

このように小学校、中学校と進むにつれて、子どもたちの多世代交流

の時間は減るとともに、多世代とのつながりが薄れていく現実が見えて

きます。また、同調査で「携帯電話、スマートフォンをもっていない」と

回答した中学３年生は 11.0％（全国では 19.9％）で、互いに顔を見合わ

せて会話しなくてもコミュニケーションが図れる機器の普及により、子

ども・若者同士の交流の仕方が変化して、人間関係がさらに自然からほ

ど遠い特異なものになっていくことが懸念されます。 

こういった現況を見ると、現代社会の動向が、多世代交流の必要が無

い方向に向いていて、それが次第に顕著になっているのではないかと思

われます。 

３ 中高生世代の地域に対する意識 

川崎市総合教育センターが、市内の小学校４、６年生と中学３年生を

対象に５年ごとに行っている「川崎市小・中学校教育基本調査」では、子

どもたちの成長に伴う回答の変容を見ることができます。 

例えば、平成２３年度に「自分の住んでいる町や地域が好き」と回答

した小学校４年生は 68.2％でした。しかし、当時の子どもたちが中学３

年生に成長した平成２８年度では、同じ質問に対する「好き」の回答が

33.4％と半減しています。中高生にとって魅力ある地域づくりを進める

ことの必要性が感じられます。 

その一方で、前述の「平成２９年度全国学力・学習状況調査」において

は、「地域や社会で起こっている問題や出来事」に一定の関心を持ってい
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る中学３年生は 56.2％、さらに「人の役に立つ人間になりたい、どちら

かといえばなりたい」と思っている中学３年生は 90.9％という高い数値

を示しています。これらの数値は、大人が環境を整備し、多くの子ども

たちが、自分たちが住む地域に愛着を感じながら育つことができれば、

年齢を重ねるとともに地域の問題に関心を示し、自分たちの地域が抱え

る課題に目を向け、その改善に向けて自らの役割を探す若者へと成長し

ていくことを期待させます。 

そして、現代社会の課題である地域社会で失われつつある多世代との

つながりや助け合いの輪、この輪のつなぎ手としての中高生世代の活躍

を期待したいところです。 

人のために役に立ちたい、社会のために何かをしたいという、子ども

や若者たちの意欲を具現化できる機会を地域社会において提供すること

は、明日の川崎を担う世代が自らの個性や能力を地域で発揮し、将来社

会参画する大人となる素地を育成する上でも、大変意義深いことである

と考えます。
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 第２章 子ども・若者の成長と多世代交流の必要性 

１ 地域社会の形成と多世代交流 

多世代交流は、人間関係の希薄化により顕在化してきた子育て家庭の

孤立化や高齢単身者の増加、またダブルケア（育児と介護の同時進行）

といった社会問題の解決に寄与できる一つの道筋ではないかと考えられ

ています。 

例えば、内閣府が推進する『まち・ひと・しごと創生総合戦略』には多

世代交流が盛り込まれています。また、「平成２３年版高齢社会白書(内

閣府)」では、『高齢者と若者との交流・支え合いは、若者が我が国の数

十年後の社会のあり方、地域のあり方を考えるきっかけづくりとなるも

のであり、高齢者と若い世代との連携を深め、希薄化している地域の絆

をすべての世代で再生するという観点からも積極的に進めることが望ま

しい。』とされています。 

同様に、平成２８年の全国市長会でも、『「多世代交流・共生の取組」は

（中略）すべての人が安心して暮らし続けられる明るい地域社会〔コミ

ュニティ〕をいかにして形成していくべきかを模索するものである（中

略）。問題は人口減少そのものではなく、その中でいかに世代間のバラン

スを取り、地域社会〔コミュニティ〕で市民が支えあう仕組みをいかに

育てていくかにある。』と特別提言の形で、広く多世代交流への期待を取

り上げています。 

また、地域社会において多世代交流を活性化させるためには、年長者・

年少者双方からの関わりが望まれますが、年長者から年少者への関わり

の意義については、発達心理学者 E.H.エリクソンが、人生の発達段階に

おいて中年期以降は、「人生経験を持った自分が元気でいるために（中略）

年長世代から年少世代へ関わる役目を持つことが大切。現状では支えら

れる立場に多くあるシニア世代が、同世代や次世代を支える側に回るこ

とが元気の秘訣。」といい、それを「ジェネラティビティ（generativity、

生殖性あるいは世代性）」と表しています。 

まさに各世代それぞれが双方向で他の世代の人の役に立ち、逆に力を

尽くし支えた人々から喜ばれる、（中略）同じ地域に住む人々がそうした
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喜びに満たされることが相互の生きがいとなり、地域社会の形成は拡充

されていくものなのかもしれません。 

少子高齢化・核家族化等の進展に伴った人間関係の希薄化と、それが

生み出す社会問題が取り沙汰されて久しくなりますが、改めて、多世代

交流を通して培われる相互尊重を礎とした「相互に支え合い生きあう」

関係づくりが希求されているのではないかと思います。 

２ 中高生世代の成長に必要な多世代交流 

現代社会が抱える関係性の低下・希薄化の問題は、高齢者や育児不安

を抱える母親等の問題と同様に、中高生世代にも色濃くその影をおとし

ていると考えられます。 

例えば、中高生世代の多世代交流の希薄化は、子ども・若者をめぐる

いじめ、暴力、不登校、社会参加への不活発、ひきこもり、ニート等、顕

在化した中高生世代の不適応問題の背景に大きく関与しています。中高

生世代の多世代交流が希薄であること自体が、大きな社会問題として顕

在化している訳ではありませんが、中高生時における多世代間の交流体

験の有無は、人格や性格、情緒の形成や成長に大きく影響を及ぼすもの

であり、その体験は、勤勉性・社会性・自我確立に不可欠な体験であると

されています。 

こうした中にあって、中高生世代における多世代交流体験は、年長者

である高齢者や壮年期世代等の多様な価値観・考え方や生き方に触れら

れる大切な機会として、自立した大人として成長することに大きく寄与

するものと考えられます。さらに、多世代とのこうした関わりは、将来

に対する自信と責任、社会と関わる必要性の自覚、意欲や活力の高揚と

ともに、自身への誇りと自尊心を確立させ、そこから生まれる年少世代

への優しき「リーダーシップ」と、人の役に立ちたいという、いわば「貢

献シップ」の醸成を導くものとして期待されるものです。 

多世代交流体験により、中高生世代が大学生や社会人として活躍する

若者にロールモデルを見いだすことで、自分にとっての近い将来に対す

る具体的なイメージが持てるようになること等も期待されます。 

また、年少者である乳幼児や小学生との交流において、年少者の面倒
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を見たり、年少者を指導・育成していく体験等により、擁護の精神や、年

長者としての自覚が促され、自信と責任感あふれるリーダーシップが確

立されていく可能性も出てきます。 

このように、もうすぐ社会人となる中高生世代が、人間性・適応性・社

会性を体得し成長していくには、多世代交流を通じた多様な生き方・考

え方の習得や、様々なロールモデルとの共有体験が不可欠であると考え

ます。 
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 第３章 中高生世代による多世代交流の推進に向けて 

１ 多世代交流体験の推進に向けて 

現代の中高生世代は学校での勉学のみならず、放課後や休日には、部

活動を始め、また更なる学力や専門的技量を高めるためのいわゆる塾通

いで、食事の時間も固定できないほど、多忙な日々を過ごしているとも

聞いています。しかし、中高生世代には、それが必要な社会になってい

るのです。そうした中高生の実態を考えると、中高生が自ら進んで多世

代交流の重要性に気づき、多世代交流を試みようとする自然発生的行動

は、期待が持てないのではないでしょうか。 

しかし、１８歳になれば、否応なしに次代の国や市町村を担う自立し

た市民として選挙権を有する世代となります。果たして、現実体験の少

ない今の中高生世代が、その期待に添うことができるのかどうか、危惧

されます。社会や多世代と関わる体験があまりに少ない現状に、私たち

は危機感を募らせています。 

そこで、中高生世代がこれから社会性を一層身につけ、社会の様々な

課題に主体的に向かい合い、社会の立役者となれるように、現在、その

体験が希薄になっている世代に対して、いかに多世代交流を活発化させ

るかを検討する必要があります。 

中高生世代が、自立した成人へと成長するためには、様々な現実体験

をすることが必要ですが、現代社会では、そのこと自体が困難になって

います。そのため、その克服を目指して、自然体験や勤労体験、福祉体験

や海外体験等、様々な体験ができるような工夫が必要です。 

アメリカでは、社会適応が困難な中高生を集め、幌馬車隊を連ねて、

東部から西部へ向けて何日もかけ、往時のフロンティアと同じ現実体験

をさせるような復帰プログラムがありますが、現代社会は、まさに、ル

ソーの言った「帰るべき自然はすでになく、帰るべき自然を用意しなく

てはならない」時代になってしまったのではないでしょうか。 

中高生世代がしておくべき現実体験の中でも、体験として困難なもの

の一つが、多世代交流です。１９７０年頃から、過充足の社会が到来し、

社会的、日常的な過不足のない社会になりました。それに伴って、子ど
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もたちも、「より良くなりたい、頑張って達成したい、より向上したい」

という要求を持ちにくくなりました。多世代交流など必要のない社会に

なってしまい、色々な世代の人と交流できる施設や設備、機会やプログ

ラムが少ないのが現実です。 

このことは、中高生世代の多世代交流を可能にする仕組みや企画、プ

ログラムを考えることの困難さを如実に意味していますが、取り組まな

くてはならない喫緊の問題です。 

２ 多世代交流の基本となる共生体験について 

多世代交流の体験で大事なのは、共生体験です。衣食住を一緒にして

共に生き、様々な生活課題に共に取り組むことで、相手の心に触れ、考

えや思いが理解できるようになります。 

また、共に生きることを通じて、他者への尊重の精神が育まれます。

他者への尊重の精神があってはじめて、自己の尊重の精神も芽生えるよ

うになり、相互扶助、奉仕、援助、支援等の社会行動が自発行動としてで

きるようになります。 

多世代交流の取組にあたっては、どうすればこのような体験につなげ

ることができるかの検討の視点が大切です。 

自然体験をしようと思えば、集団での野外キャンプや合宿があります。

奉仕体験をしようと思えば、ボランティアや救援活動への参加がありま

す。同様に、共生体験をするためには、多世代との生活体験ができるよ

うな企画の検討から始める必要があります。 

例えば、高齢者施設で共に生活をしてみるとか、色々な世代がいる養

護施設で園児と共に長期合宿をしてみるとか、多世代で構成されるグル

ープを作って模擬の日常生活を送ってみるなど、多世代間の「交流」と

「生活」「共生」といったキーワードを組み合わせ、その原理に沿った活

動形態を様々に仮想し、構想にすることは難しいことではありません。 

それが実際に実現可能かどうかとなると、色々な阻害要因もあり、具

体的にできることは、かなり限定されてしまいますが、そういった阻害

要因を越えて、多世代交流が可能となるような仕組みの工夫や検討も必

要です。 
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３ 中高生が多世代交流を体験できる仕組みの検討 

中高生世代への多世代交流の取組を進める上での基本的な考え方をま

とめると次のとおりです。 

（１）多世代交流を体験する「場」が必要である 

中高生世代が多世代交流を体験できる場の確保が必要になります。多

世代交流を目的にした施設を新たにつくるのが難しいのであれば、現存

の施設を利用・活用して行うようにするしかありません。どこのどの施

設を、どのように利用・活用、運営できるかの精査が必要になります。 

（２）どのように多世代交流がなされるかの「企画」が必要である 

場の確保の目処が立てば、どのように多世代交流ができるのかの企画

やプログラムが必要となります。多世代交流で大事なのは、楽しいこと

を楽しくして過ごすだけでなく、共生体験・生活体験です。先にも論じ

ましたように、実際の共生体験・生活体験は難しいので、疑似共生体験、

疑似生活体験とはなりますが、できるだけ実際のものに近いものである

必要があります。 

（３）企画を実行する「人材」が必要である 

さらに、こういった場の確保、企画やプログラム等と合わせ、多世代

交流をコーディネートする人材の確保が必要になります。その人材には、

多世代交流に関する考え方や取組について、少しでも造詣のある人材が

求められます。 

以上のように、中高生世代の多世代交流を効果的に実施するためには、

理念だけで具現化できるものではありません。 

例えば、世代間をつなぐ専門性を持ったコーディネーターについては、

地域人材としては少ないことから、その養成方法の検討から始めなけれ

ばなりませんし、各世代の住民が、新たな人づくり・まちづくりに向け、

自発的に協働していける組織的かつ継続的なシステムづくりや、恒常的

な活動拠点の確保も課題となります。 
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併せて、中高生世代が地元に定着するような進め方も必要です。中高

生世代が成長し、どの世代となっても地域づくりのキーパーソンとして

活躍し、そのネットワークが次第に重層的に拡充されていくことが期待

されます。 

こうした課題については、川崎市内における多世代交流に関する取組

や他都市における取組等を踏まえ、実現の可能性や課題を確認しながら

検討を進める必要があります。 
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 第４章 多世代交流に関する実践例 

第３章の「３ 中高生が多世代交流を体験できる仕組みの検討」において、

中高生世代への多世代交流の取組を進める上での基本的な考え方として、 

（１）多世代交流を体験する「場」が必要である 

（２）どのように多世代交流がなされるかの「企画」が必要である 

（３）企画を実行する「人材」が必要である 

の３つを挙げました。 

本章では、こうした考え方に関連する川崎市内における取組や他都市に

おける事例等を紹介しながら、多世代交流の実態や課題について触れてい

きたいと思います。 

１ 子ども会における多世代交流の取組 

川崎市では、一般社団法人川崎市子ども会連盟と日本ボーイスカウト

川崎地区協議会、ガールスカウト川崎市連絡会、川崎海洋少年団の４つ

の青少年団体で、川崎市青少年育成連盟という組織をつくり、行政と連

携して、市内青少年の健全育成を推進しています。 

また、それぞれの団体においては、異年齢の子どもたちでグループを

編成し、体験活動やボランティア活動を通じて、人格形成や集団生活へ

の適合性の向上に努めるとともに、社会奉仕活動及び行政が主催する行

事に参画することで、青少年の社会参加を促進しています。 

構成比率は、概ね小学生が 80％、中高生が 15％、その他が５％であり、

各団体とも共通して中高生世代になると、団体から離れてしまうという

共通の課題があります。また、会員数の減少が喫緊の課題となっており、

現在、４団体が共同して、団体活動のＰＲ活動に取り組んでいます。 

ここでは、中高生世代への取組により会員数の減少対策にも資するも

のとして期待される子ども会のジュニアリーダー育成活動について紹介

します。 

（１）川崎市における子ども会活動 

川崎市子ども会連盟は、昭和２７年に発足後、地域において、多世代
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交流や様々な行事の企画・運営を通じ、単なる遊びだけでなく、異年齢

社会の中で自立した人間形成を構築するとともに、文化・伝統を引き継

ぎ発展させていくことを目指し、青少年の健全育成を推進している市内

最大の青少年団体です。 

子ども会連盟は、各区の子ども会連合会で構成され、各区には、基本

的には町内会・自治会を基盤とした単位子ども会と、各区１～２つのジ

ュニアリーダースクラブが属しており、平成３０年３月末現在、ジュニ

アリーダースクラブも含め、市内全域に 295 の単位子ども会があります。 

なお、対象年齢は幼少期から概ね２８歳までとなっており、これらの

子ども会員を、豊かな経験を持つ多くの大人の育成者・指導者が見守り、

育成にあたっています。 

子ども会は、小学校の４～６年生が子どもリーダーとして活動してい

ますが、中高生がジュニアリーダー（略称；ＪＬ）としてサポートしてい

ます。さらに、次代の育成者・指導者としての役割が期待されている１

８歳～２８歳の若者はシニアリーダー(略称；ＳＬ）として、ジュニアリ

ーダーにとっての育成者・指導者としての役割を担っています。 

子ども会では、特徴的な仕組みである異年齢による小集団（班）を作

り、話し合いによって役割を決めながら、様々な活動をしています。 

主な活動は、単位子ども会での行事開催や地域の行事への参加、スポ

ーツや文化活動における地区や全市の大会への参加のほか、美化活動等

行政主催の行事の参加・手伝い等を行っています。 

また、防災・防犯意識向上を図るために、各区において毎年 30 人（小

学校高学年）が少年消防クラブを結成し、各区の消防署で一年を通して

防火訓練、防災研修を行っています。さらに、一部の区子ども会連合会

では、ジュニアリーダーやシニアリーダーが警察署の指導のもと、振り

込めサギ防止のキャンペーンにも取り組んでいます。 

（２）シニアリーダーによるジュニアリーダーの育成の取組 

ア シニアリーダーへの期待

近年、子ども会の会員数は全国的に減少傾向にあります。川崎市内

の子ども会活動は活発といわれていますが、会員数は、全国同様に減
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少傾向にあります。 

その減少傾向に歯止めをかける存在として注目を集めるのが、シニ

アリーダーです。川崎市子ども会連盟の定義によると、シニアリーダ

ーは、高校卒業程度から２８歳までの青年層を指します。シニアリー

ダーの「シニア」には、上級という意味があり、中学生や高校生で構成

されるジュニアリーダーを卒業している者がシニアリーダーであると

いうことが、その言葉を使う由来になっています。 

なお、平成２９年度において、ジュニアリーダーは、114 人、シニア

リーダーは 28 人となっています。 

川崎市のシニアリーダーは、主に後進にあたるジュニアリーダーの

指導に当たっており、年８回程度の研修会を運営しています。この年

間８回の研修は、全国の中でも特段多いものとなっています。では、な

ぜこのように回数を多くしているのでしょうか。 

現在の中高生は、第 1 章でも見たように、放課後や休日の時間が非

常に忙しい状況です。そのため、子ども会活動のような休日に行われ

る活動には、部活動や習い事、友達と遊ぶ等の用事との調整が必要と

なります。 

これまで、ジュニアリーダー研修は、年３回程度行われていました

が、３回という限定された日程であったため、調整が難しく、出席者が

少ないことが多々ありました。 

しかし、近年発想を転換し、「１回でも良いから参加してみよう」と

思ってもらうために活動回数を増やしてみました。参加する研修の敷

居を低くしたのです。その結果、研修に参加するジュニアリーダーが

増えることにつながり、楽しい活動が行われています。 

このように、参加者が顔を合わせるような状況を少しでも多く作り

出すことで、中高生世代と２０代の青年層との世代間交流の場が、子

ども会の研修の中で作られています。 

例えば、子ども会の研修の時間の中に、参加者の緊張を解きほぐし、

コミュニケーションをとりやすい雰囲気を作り出すため、アイスブレ

イクとして多種多様なレクリエーションが行われます。 
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そのアイスブレイクの中では、ジュ

ニアリーダーとシニアリーダーが年

齢の壁を感じることなく、友達のよう

な感覚で接しています。友達のような

気軽に声のかけやすい先輩が、子ども

会の中には数多くいます。 

また、このような人間関係作りを行

えるのは、研修回数を増やし、交流で

きる場をさらに増やしたからだとも考えられます。その結果、研修全

体の雰囲気が良くなり、ジュニアリーダーとシニアリーダーの壁が低

くなっています。 

イ ジュニアリーダーへの期待

ジュニアリーダーになると、「子どもの手本として活動するように」

と先輩のシニアリーダーからアドバイスが出されます。これにより、

自分たちが手本であることを認識します。中高生のジュニアリーダー

は小学生の手本となり、同様にジュニアリーダーからみると、卒業し

たシニアリーダーが手本となります。このように、子ども会には、活動

の中で常に手本となる先輩がいるため、「自分もあのようになりたい」

と思えるロールモデルを見つけやすい環境が整っています。中高生も

自らがロールモデルになるだけでなく、ロールモデルの先輩を見つけ

ることができるため、自分自身のさらなる飛躍につながります。 

さらに、ジュニアリーダー研修の場

では、「いいなカード」という仕組み

があります。研修中、参加しているジ

ュニアリーダーとシニアリーダーの

「いいな」「真似したい」と思うとこ

ろを書いて、その相手に伝えます。自

分の長所を周りの先輩や後輩等に褒

めてもらえるため、自分が認めてもら

える感覚を味わうことができるとともに、子ども会活動へのさらなる

レクリエーションの様子

「いいなカード」記入の様子



16 

やる気につなげたり、長所をさらに伸ばそうと努力するきっかけにな

っています。 

このように、中高生世代を中心とした多世代交流を進めるためには、

中高生世代自身がロールモデルとなり、自らも追い求めることができ

るロールモデルが存在することや、自分の努力や活躍が周囲からしっ

かりと認められる環境があること等が重要であるということが、子ど

も会の活動事例からわかりました。 

（３）多世代交流を通した活動の活性化に向けて

現在、子ども会は、全国的に会員数が減少しています。その原因は大

人の多忙や余裕のなさ、地域とのつながりの希薄さ等が考えられますが、

その一つとして子ども会活動の魅力が保護者に十分に伝わっていないか

らだとも思われます。 

子どもは活動の中でロールモデルを見つけ、自らがそのようになりた

いと思い、成長していきますが、余裕の少ない保護者には、子ども会活

動への参加と子どもの成長を関連させることは容易ではないようです。 

今後、子ども会活動が自分の子どもの成長につながっていると実感で

きるような工夫が、子ども会の取組として必要なのかもしれません。 

会員数の減少は組織の弱体化に直結するため、子ども会にとって最大

の課題です。多様なロールモデルが存在すれば、憧れる機会も多くなり

ます。一方、少なくなれば、ロールモデルと触れ合うチャンスは失われ

るかもしれません。そうなれば、子ども会活動の売りである、多世代交

流及び異年齢による青少年の育成・指導は、なくなってしまうでしょう。 

また、子ども会は、小学生を対象としたイベントが多いため、引率等

をお願いする役員が必要です。これまで、保護者の方が中心となり、子

ども会の役員をしてもらっていました。保護者の方の積極的な参加があ

る子ども会では、人数の多い子ども会活動が行われてきました。しかし、

保護者の方の協力が得られない場合、子ども会活動に参加する小学生は

減っていくことになります。こうした役員の担い手の問題も子ども会の

会員数減少の一つの要因であります。 

現在、川崎市子ども会連盟では、各区子ども会連合会とシニアリーダ
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ースクラブ「むげん」が連携し、プロジェクトチームを立ち上げ、会員減

少への対策と組織充実に向けて検討を進めていますが、子どもだけでな

く、保護者にとっても地域において活躍の場ができることは意義あるこ

とだと思います。今後、保護者にも子どもにも、子ども会活動の魅力を

いかに伝えていくかが、会員を増やしていくためのポイントではないか

と思います。 

２ 中高生と青少年指導員が創る中原区青少年吹奏楽コンサート 

青少年を取り巻く社会環境が大きく変化する中、次代を担う青少年が

心豊かに、のびのびとたくましく成長する環境を築いていくことは、社

会全体の責任であり、大人に課せられた課題でもあります。 

川崎市青少年指導員は、地域社会で青少年を健全に育成するため、市

長及び県知事から委嘱を受け、町内会・自治会、子ども会、青少年関係機

関等、地域の指導者と連携をとりながら、地域社会全体で青少年を見守

り、育てる推進役として活動しています。 

今回のテーマでもある中高生世代が主体にも客体にもなり得る多世代

交流の推進は、中高生世代にとっても、その他の世代においても、また、

地域づくりを進める上でも、青少年指導員活動において意義のあること

として取り組んでいます。 

ここでは、中原区における多世代交流に関連する取組として、中高生 

と青少年指導員が２８年間にわたって開催している「中原区青少年吹

奏楽コンサート」の取組について紹介します。 

中原区は川崎市のほぼ真ん中に

位置しています。川崎市７区のう

ち、人口は 25 万 7 千人と最も多く、

２０代から３０代の若い世代が多

く暮らしており、子育て世代が多

いのも特徴です。 

近年、武蔵小杉駅周辺では、市街

地再開発事業等による新しいまち

づくりが民間事業者を中心に進め

中原区青少年吹奏楽コンサートの様子
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られ、タワーマンションの建設が進み、街並みも大きく変貌を遂げてい

ます。 

中原区は、都心や横浜方面への交通利便性が非常に高く、今後も引き

続き、若い世代を中心とした人口の流入が見込まれることから、地域コ

ミュニティを活性化し、区民が連携して活動できる環境づくりが求めら

れています。 

こうした中、中原区では、定数 84 人の青少年指導員が地域の青少年の

健全育成を目的に幅広く活動しており、中原区青少年指導員連絡協議会

では、地域のつながりと絆の深まりを目指し、毎年、恒例の取組として

青少年吹奏楽コンサートを実施しています。 

平成２９年度の実施で２８回目となりましたが、このように長く継続

できたのは、中高生と青少年指導員が一緒に運営に関わるという、いわ

ゆる多世代交流の中でこの取組を進めていることが一番の要因ではない

かと青少年指導員自身も実感しているとのことです。 

コンサートは、毎年、１１月３日の文化の日に開催し、例年 1,000 人

を越える来場者でにぎわいます。 

出演者は、中原区内の中学校・高等学校の吹奏楽部及びプロやアマチ

ュアのゲストバンドで、平成２９年度は中学校 10 校、高等学校５校が参

加しました。また、部員が少なく、学校単体として出演できない場合で

も、合同演奏により参加できるよう工夫をしています。 

中原区には吹奏楽の強豪校も多く、コンクールさながらの本格的な演

奏を聴くことができるため、中学生・高校生の演奏者にとっては、貴重

な体験の機会となっています。 

４時間半におよぶコンサートの

フィナーレは、各校からの有志生徒

により編成される合同演奏で、100

人近くの生徒がステージいっぱい

に演奏します。 

このコンサートは、中原区の青少

年指導員と吹奏楽部の顧問の先生

方とで組織された実行委員会が中 中高生も運営に参画している様子
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心となって運営していますが、演奏者である中学生・高校生が運営に参

加し、青少年指導員が協力しながら、４月から１０月の７か月間に会議

を重ね、一つのコンサートとして作り上げていきます。 

例えば、広報用のポスターは毎年出演生徒がデザインを担当し、区内

の各町内会・自治会のほか、こども文化センターや市民館等の公共施設、

スーパーマーケットや駅構内等の民間施設に掲示し、コンサートを盛り

上げます。また、当日の場内案内、パンフレットの配布、司会等の運営に

も生徒が入れ替わりながら参画しています。あくまでも、中学生・高校

生が主役であり、青少年指導員はそれを温かく見守ります。 

コンサート自体は１日ですが、青少年指導員として中高生と接するこ

とで、例えば、演奏面においても、運営面においても、中学生が目標とな

る高校生といい交流ができている様子や、高校生が中学生と触れ合うこ

とで、自らの成長につながっている様子を目にすることが多いと言われ

ています。 

また、学校の教員との協働がネットワークの強化にもつながるなど、

日々の青少年指導員活動の広がりにも効果があるものと考えます。 

今後も、中原区青少年吹奏楽コンサートの継続と更なる発展が期待さ

れます。 

３ 川崎市における多世代交流に関する取組 

川崎市では、地域社会全体で、子ども・若者を見守り、支えるしくみづ

くりを進めており、特に、小学校や中学校のエリアを中心とした会議体

や施設のそれぞれにおいて、多世代交流の大切さと取組が模索されてい

ます。 

例えば、地域教育会議は、各区及び各中学校単位に設置され、市民の

自主的・民主的組織として、学校・家庭・地域社会の連携により、子育て

支援や生涯学習ネットワークづくり、教育力の向上を目的として、「教育

を語る集い」「子ども会議」「中学生の声を聴く集い」「中学生会議」等の

ほか、夏休みを利用した中学生の職業体験への支援にも取り組んでいま

す。特に、子ども会議については、概ね小学校４年生から中学生、高校生

がグループ討議を行い、区長への提言を行います。また、サマーキャン



20 

プや地域の清掃活動に参加するなど異年齢の交流活動も実施しています。 

さらに、市内の小学校と中学校においては、地域の寺子屋事業が始ま

りました。運営主体は、地域教育会議・ＮＰＯ団体をはじめ、複数団体と

の実行委員会形式があります。場所は各学校内で、週に１回の学習指導

と月に１回の体験学習を実施しており、子どもたちの参加が多いため、

２部制等で対応しているところもあります。また、体験学習は学校の体

育館等で開催し、地域の大人も一緒に参加します。地域で活躍している

現役の職業人や、退職した人たちから様々な職業の真髄に触れる機会で

もあります。地域の寺子屋事業は、地域の大人と知り合いになれるチャ

ンスであり、多世代交流を進める取組として期待されます。しかしなが

ら、現在、実施している学校は、小学校が大半であり、中学校における実

施はなかなか進んでいない状況もあります。 

こうした中、川崎市の放課後の子どもの居場所として、真っ先に挙げ

られるものとして、こども文化センターがあります。現在、老人いこい

の家との連携モデル事業を進めていますので、その状況等について紹介

します。 

（１）こども文化センターの状況 

こども文化センターは、児童福祉法第

４０条に基づき設置された延床面積が

概ね 330 ㎡の都市型の小型児童館です。 

その前身は、昭和３６年に開設された

青少年会館です。当時、地方から川崎市

内の企業に就職した勤労青年の居場所

として設置されましたが、時代の変遷と

ともにニーズが変化し、小学生の放課後

の安全な居場所へと変化するとともに、概ね１中学校区に１か所を目途

とした整備を進め、平成８年に設置が完了しました。現在は、休止中の

小杉こども文化センターを含め、市内に５８施設あります。（その他に民

間児童館「多摩ＫＦＪすかいきっず」があります。） 

平成１４年度までは、直営施設として休館日を月曜日、祝日、年末年

宮内こども文化センター



21 

始、開館時間を９時３０分から１８時までとして運営してきましたが、

平成１５年度からは、管理運営を委託化し、併せて、休館日は年末年始

のみとし、開館時間も２１時まで延長しました。 

また、平成１８年度からは施設の運営に指

定管理制度を導入しました。館の運営につい

ては、各館とも運営協議会を設置しており、

運営協議会の構成員は地域の町内会自治会・

子ども会・ＰＴＡ・青少年指導員・地域教育

会議・民生児童委員・利用団体等となってい

ます。主な事業は児童を中心とした遊びの支

援、乳幼児親子対象の子育て支援、青少年育成団体、市民活動団体の利

用、運営協議会と連携した行事を行うとともに、管轄内小学校のわくわ

くプラザを運営しています。 

こども文化センターは、開館時間を延長することで、中高生や市民団

体の利用拡大を期待しました。 

しかし、中高生向けには、卓球等の設備があるものの、「子どもっぽい」

というイメージもあり、積極的に利用されているとは言えません。 

また、利用者アンケートの結果によると、

こども文化センターに必要なことについて、

中学生では「使いたい部屋や設備がある」や

「みんなで飲食ができる」などが多く、「いろ

いろなイベントがある」が続いています。 

多世代交流に関連した項目では、半数近く

の人が「いろいろな年代の方が利用できるよ

うにしたほうがよい」と答えています。 

「こども文化センター」は、地域における児童の健全育成の環境づく

りを進めていますが、今後は、乳幼児を持つ親と子、小学生、中高生や高

齢者まで、多世代が相互に交流することにより、子どもたちが、互いに

支え合うことを学びながら育ち、地域の一員として主体的に活動してい

く力を培うための環境づくりを進めていきます。 

 中学生と幼児が工作している様子

もちつきをしている様子
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（２）老人いこいの家との連携モデル事業 

地域には児童虐待・いじめ・不登校をはじめ、一人暮らし高齢者や認

知症高齢者の増加のほか、人と人とのつながりが薄れることによる地域

コミュニティの希薄化等様々な課題があります。 

これらに対応し、地域による見守りや多世代交流を促進し、多世代が

互いに声掛けや気軽な相談ができるような関係づくりを進めるため、「こ

ども文化センター」と「老人いこいの家」において、運営面及び事業面に

おける連携を図りながら、地域の中で多世代交流を進める試みとして、

連携モデル事業を実施しています。 

この事業は、平成２７年度からスタートしており、両施設の指定管理

者や両施設の運営協議会・運営委員会が連携し、それぞれの地域特性等

を踏まえながら、「いこいの家まつり」や「こども文化センターまつり」

等のイベントや「七夕飾り作り」、「おもちつき」、「新年お楽しみ会」等

の季節行事、「ふれあい囲碁教室」や「共同で育てた野菜でカレーパーテ

ィー」等を開催しています。 

七夕飾り作り 新年お楽しみ会

ふれあい囲碁教室 共同で育てた野菜でカレーパーティー
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両施設の指定管理者や、運営協議会・運営委員会によると、参加者か

らは、「楽しかったので、また参加したい」や「孫みたいな子どもと触れ

合えてうれしい」などの意見もあり、今後についても、「こども文化セン

ター」と「老人いこいの家」に限らず、様々な施設同士が、様々な世代の

交流の取組をしていくことが期待されます。 

４ 他都市における取組  

青少年問題協議会委員による他都市の関連事例として、荒川区尾久ふ

れあい館と世田谷区喜多見児童館を視察しましたので、それぞれの取組

を紹介します。 

（１）荒川区尾久ふれあい館 

尾久ふれあい館は、乳幼児から高齢者までのあらゆる世代の人が交流

し、自主的な活動ができる地域コミュニティの拠点として設置されてい

ます。 

半径 500ｍに１館を目安に、現在、区内で同様の施設が１３館設置され

ています。 

運営手法は、全館指定管理者制度を導入しており、１３館それぞれを

８法人が運営しています。 

＜施設の概要＞ 

・ 開設年月日 平成２４年４月１日 

・ 建築構造  鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上５階建 

・ 敷地面積  741.17 ㎡（防災備蓄倉庫・消防団施設含む） 

・ 延床面積  2,223.88 ㎡（ふれあい館部分のみ） 

・ 開館時間  午前９時～午後１０時 

午後７時以降は貸館業務がメイン 

・ 休 館 日  年末年始及び保守点検日 

・ 指定管理者 特定非営利活動法人ワーカーズコープ 
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＜尾久ふれあい館の視察状況＞

建物外観 １階サロン

２階創作室 ５階調理実習室

尾久ふれあい館を、川崎市の施設で表すと、市民館とこども文化セン

ターを合わせたような施設です。そのため、一つの施設に老若男女を問

わず集うことができるのが特色です。それぞれの世代がそれぞれの用途

に応じた活用ができるよう、特にハード面が整っています。 

例えば、１階には、図書や自動販売機が設置されているサロンがあり、

中高生がテスト勉強等が出来る空間となっています。 

２～５階には、貸し部屋が７部屋備わっており、生涯学習等の場とし

て使われています。その他にも、館が運営するクラブ活動があり、地域

の様々なニーズに応えられ、活動と活躍ができる場が 1 つの場所に整っ

ているほか、年に数回、お祭りやハロウィン、菜園事業等、地域の人々の

活躍できる場や機会が設けられています。 

こうした場や機会があることは、地域の人々がそれぞれロールモデル

の形成につながり、そのことが多世代交流を促進する可能性を期待させ

ます。 
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現に、尾久ふれあい館の場合、利用する世代が幅広いことから、地域

を巻き込んだ形での多世代交流が推進されているようです。 

以上のように、尾久ふれあい館の視察を通じて、ハード面を整えるこ

とで、老若男女問わず活用できる場が存在し、その場所が多世代交流の

起点となっていることがわかりました。 

（２）じどうかん食堂の取組 ～世田谷区喜多見児童館～ 

世田谷区喜多見児童館は、昭和５４年に開設された児童館です。1,000

㎡の敷地に鉄筋コンクリート造の平屋建てで建設された 437.39 ㎡の施

設です。休館日は、毎週月曜日、第２・４日曜日のほか、祝日（こどもの

日を除く）、年末年始で、開館時間は、午前９時３０分から午後６時まで

ですが、中高生世代は毎週木曜日と金曜日は午後７時までとなっていま

す。 

世田谷区には、児童館が２５館設置されおり、運営手法は公設公営と

なっています。 

＜施設の概要＞ 

・ 開設年月日 昭和５４年４月１６日 

・ 建築構造  鉄筋コンクリート造 平屋建 

・ 敷地面積  1,000 ㎡ 

・ 建築面積  437.39 ㎡ 

・ 開館時間  午前９時３０分～午後６時 

中高生世代は毎週木・金の午後７時まで 

・ 休 館 日  毎週月曜日、第２・４日曜日、祝日（こどもの日除く）、 

年末年始 

・ 利用方法  入館表に記入の上利用。幼児は保護者の付き添いが必要 

・ そ の 他  本格的な手作り工作を楽しむための道具類あり 
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＜喜多見児童館の視察状況＞

建物外観 「じどうかん食堂」受付の様子

みんなで調理の様子 みんなで調理の様子

今回、世田谷区喜多見児童館を訪問させていただき、「じどうかん食堂」

の取組を視察しました。この取組は、地域で顔が見える関係づくりを進

めるため、また、地域の拠点である児童館の役割として児童館が地域に

飛び出していこうと、地域のお母さんたち 15 人と「じどうかん食堂キッ

チンチーム」を立ち上げ、いわゆる「子ども食堂」をスタートしました。 

喜多見児童館の「じどうかん食堂」は「地域大家族」をコンセプトに掲

げ、隣近所で顔の見える関係をつくりながら、地域での多世代交流を促

進させようとするものです。 

実際に、喜多見児童館では、「じどうかん食堂」から、地域住民を巻き

込んだ形での多世代交流の輪が広がっていることは特筆すべきことです。 

児童館が、多世代交流の起点となっていることに、喜多見児童館の館

長は、「児童館職員が人事異動しても、じどうかん食堂を続けられるよう

に、地域の人たちを巻き込んでいる」と、その起点としての役割を自覚

し、活動しています。 
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多世代交流の一つのポイントは、地域を巻き込む存在の有無であり、

喜多見児童館は、しっかりとその役割を果たしています。地域住民を巻

き込むための取組は、様々考えられますが、喜多見児童館のハード面の

設備は、川崎市のこども文化センターに近いものがあります。 

喜多見児童館の事例は、多世代交流の推進を目指す川崎市としても参

考となる事例です。 

５ まとめ 

多世代交流に関する川崎市における取組や、他都市の参考事例を紹介

してきました。 

今の中高生は、部活動や学習塾通い等で、時間的にも地域への参加は

非常に少ないのですが、中高生が夢を持っていきいきと生きる姿が身近

にあれば、小学生の良きロールモデルとして目標になります。 

多世代交流は、子どもの社会性を身につける上で、とても重要です。 

その中で、何回でもチャレンジできる場を提供したり、支援したりす

るような地域づくりが必要となります。 

地域全体の居場所としては、川崎市のこども文化センターは荒川区や

世田谷区と比べて質・量共に不足していますが、まずはコーディネータ

ー役の充実を含め、運営体制の見直しを進めることが急ぎ求められます。 

これらを踏まえ、本章のまとめとして、中高生世代が多世代交流に関

わるためのキーポイント等について、考察してみたいと思います。 

一つ目には、中高生自身がロールモデルとなり、また自身にとっての

ロールモデルの存在を見つけ出せることです。多世代交流を促進するた

めには、大人と子どもの間に位置している中高生世代の活躍が重要です。 

中高生世代が、小学生たちのロールモデルとして活躍するとともに、

その一方で、活躍した先に自らが憧れる人を見つけられるような場や機

会があることが大切です。このような活動の環境が整っているのが子ど

も会活動であり、中学生と高校生との間の交流としては、青少年指導員

による中原区青少年吹奏楽コンサートの取組はヒントになると思います。 

また、こども文化センターでは、夜間利用の時間帯を拡大したものの、

中高生世代の利用が少ない状況があります。例えば、こども文化センタ
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ーが子ども会と連携し、ジュニアリーダーの活動拠点として利用しなが

ら、中高生世代向けの行事等をコーディネートするのはどうでしょうか。

さらに、老人いこいの家との連携モデル事業においても、ジュニアリー

ダーが関わることで効果的な取組となるかもしれません。 

二つ目に、地域の多様なニーズにハード面から応えられる施設が重要

であることです。荒川区の尾久ふれあい館は、こうした重要性に気づか

せられる施設です。このようなハード面での特性があると、老若男女を

問わず施設に集うことができます。つまり、多世代交流は、多世代が集

える場があれば、交流が始まりやすいのも確かです。 

多世代交流の推進においては、ハード面が重要であるものの、尾久ふ

れあい館のような各世代が活動できる場は、川崎市にはありません。 

しかし、川崎市には同様の施設として、こども文化センターの近隣に

老人いこいの家があり、特に、こども文化センターは、乳幼児を持つ親

と子、小学生、中高生や高齢者まで、多世代が相互に交流するような施

設運営を実践しています。子どもにとって、地域の高齢者と触れ合う機

会は、その成長にとって大切な機会です。利用者相互が顔の見える関係

となるために、イベントや行事をきっかけとした施設間の利用者の往来

等、ソフト面での工夫にも期待したいと思います。 

三つ目は、多世代交流の起点となるような役割が必要であるというこ

とです。喜多見の周辺地域では、その役割を喜多見児童館が担っていま

す。同児童館では、じどうかん食堂の活動を通して、民生委員児童委員

等、多くの地域住民を巻き込んで行事を行っています。地域づくりには、

このような多世代交流の拠点が必要です。喜多見児童館は、まさに、地

域づくりを促すコーディネーター的な存在として、多世代交流の拠点と

なっています。喜多見児童館は、地域づくりを促すコーディネーター的

な存在であり、施設形状が似ている川崎市のこども文化センターの活動

にとって参考となる事例です。 

今回紹介した事例には、それぞれ特色がありました。中高生世代の活

躍と多世代交流を考える上で、中高生世代が活躍できる場をどのように

設定するか、中高生世代の主体的な参加をいかにコーディネートするか

など、多世代交流の推進についてのポイントがわかりました。 
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 第５章 次世代を担う子ども・若者を育む仕組みづくり 

１ 乗り越えるべきことは何か 

これまでの章では、子どもが増加している一方で、子ども会の会員数

等が減少していること、社会と関わる体験が少ないことや、共生体験が

求められていることといった問題や課題を指摘しました。これらはいず

れも、人と人とが関わり合う機会を増やす必要性という点で共通してい

ます。 

また、川崎市におけるジュニアリーダー育成や中原区青少年指導員活

動による青少年吹奏楽コンサート、荒川区や世田谷区の事例は、子ども・

若者が活躍できる場を整えることによって、人と人とがつながりあう機

会を創出する試みであり、子ども・若者を育む仕組みづくりを考えるに

あたってとても重要です。 

では、子どもや若者たちが活躍できる場を用意する具体的な方法を立

案するためには、どのようなことを乗り越えていく必要があるでしょう

か。 

多世代交流のイベントを企画したり、つながりあう場を設定したりし

たとしても、そのような地域での活動をそもそも知らなければ参加する

ことはできません。これまでも情報の問題は繰り返し指摘されています。 

また、情報を受け取っていたとしても、多世代交流が魅力的な内容で

なければ参加したいとは思わないでしょうし、魅力的な内容であったと

しても、負担が大きすぎるならば参加を思いとどまってしまうかもしれ

ません。あるいは、せっかく参加してくれたのであれば、１回限りのイ

ベントにとどめずに、継続性や発展性のある取組にしていくことも考え

られます。 

さらに、子どもや若者たちは、学校や塾、その他様々な活動で非常に

忙しいのが現実です。そのため、地域で活動している各種団体の催しに

参加できる子どもや若者たちの数は限られてしまいますし、特定の日程

に複数の活動が重なれば、参加する子どもや若者の数は一層少なくなっ

てしまいます。また、活動を行うのにふさわしい広さや設備のある場所

が、日程も含めて十分に確保できるとは限らないため、参加したくても
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できない人が出てきてしまうかもしれません。 

以上のように、多世代交流を通して、子ども・若者を育む仕組みをつ

くっていくためには、少なくとも、情報の伝達、内容の工夫、参加可能性

を広げることなど、いくつかのハードルを越えることが求められるでし

ょう。 

２ 情報をどのように届けるか 

では、そのような課題をどうやったら乗り越えていけるでしょうか。

まず、情報の問題から考えてみます。 

地域における活動の情報を子どもや若者に直接届ける手段のひとつと

して、学校が考えられます。学校は、地域で子どもを育てるネットワー

クの一員として、学校の情報を地域に発信するとともに、地域の情報を

子どもたちに伝えることも求められるでしょう。地域住民としての中学

生が多く在籍する学校を通じて、チラシの配布やポスター掲示等を進め

ることで、直接的に情報を届けることができます。このような情報のや

りとりをきっかけとして、教育活動においても自治会や子ども会と連携

することにより、双方の教育力をアップする効果も期待できるかもしれ

ません。 

また最近では、地域における活動の情報をより多くの子どもや若者に

ダイレクトに届けるためには、ＳＮＳ等の情報ツールを積極的に利用す

ることが有用でしょう。しかしその際には、子どもや若者を単なる情報

の受信者としてだけではなく、情報の発信者としても位置付けることが

求められます。つまり、大人たちだけではなく、地域における多世代交

流活動に参加している子どもや若者自身もまた、どのような情報を誰に

対してどう発信したらいいかを考える主体的な仲間となれるようにして

いくということです。 

あるいは、地域における活動が、ほとんど全ての子どもや若者たちが

関わるようなものであるならば、情報を発信するまでもなく、みんなが

知っている活動となります。子どもたちが通う学校と協同した取組であ

れば、そのようなものとなるでしょう。例えば、部活動に取り組んでい

る中学生から、スポーツや音楽、ダンスや勉強等を小学生が教わったり、
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一緒に楽しんだりする機会を設けることや、ノー部活デーの放課後や総

合的な学習の時間等に、高齢者を含む地域の人々と中学生が連携して

様々な活動を行うことなどが考えられます。このような取組を「地域の

活動」として行えば、中学校を卒業した後の高校生たちも参加しやすく

なるでしょう。 

３ 内容をどう工夫するか 

次に、多世代交流の取組の内容はどう工夫することができるでしょう

か。 

第１に、多世代の交流を目的とした活動だけではなく、多世代の交流

を通して何かに取り組む活動を創り出していくことが考えられます。つ

まり、子どもや若者がぜひ取り組みたいと思うような魅力的な活動を、

多世代交流を通して行うということです。そのためには、中高生世代の

生活や必要性を起点として、多世代交流の内容を考えることも必要かも

しれません。 

第２に、活動の魅力を高めるためには、子どもや若者を無償の単なる

労働力として動員するような活動ではなく、その活動が何のために必要

なのか、社会に対してどう役に立っているのか、自分にとってどんな意

味があるのかなどがきちんと理解できる、やりがいのある活動にするこ

とや、やっていて楽しい活動にすることが求められるでしょう。また、

自分の意見や提案が聞いてもらえたり、ときには受け入れられたりする

ことで、自分がその場の正規のメンバーとして認められている実感が得

られることも大切です。第４章に、こども文化センターと老人いこいの

家との連携モデル事業がありました。両施設の運営協議会や運営委員会、

指定管理者が協力し、交流が進みそうな企画の検討をしています。現在

は、職員が実施についてのコーディネート役を担っているものと思いま

すが、子どもから高齢者への理解ができる年代に成長した中高生世代を

両者のつなぎ役として、企画から実施を任せてみるようなコーディネー

トができれば、効果的な実施も期待できるでしょう。 

第３に、より多くの人の参加を求めるならば、参加度に対する配慮が

求められます。私たちは何らかの活動を行うとき、メンバーに対して「参
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加するならちゃんとしてもらいたい」などと、強いコミットメントを求

めがちです。しかしそれは、全面的に参加できない人を外に追い出して

しまうことにもなりかねません。そのため、活動への参加の仕方に濃淡

があっても成り立つ取組としていくことが必要ではないでしょうか。あ

るいは、たまり場で様々な世代が思い思いに勝手なことをしながら、た

まに世間話をするような、ゆるい結びつきの取組があってもいいかもし

れません。 

第４に、活動の継続性や発展性に関する工夫です。例えば、ある多世

代交流の取組への参加者自身が、その活動を継続したり発展させたりで

きるようなものとするのはどうでしょうか。具体例としては、参加した

取組に関する大会やコンテスト、発表会の企画や運営をしたり、その取

組に関する情報を広報誌やＳＮＳ等を通して発信する活動を行ったりす

ることが考えられます。あるいは、その取組への参加をきっかけとして、

参加者たちが他の活動を企画して参加者を募るなど、さらなるつながり

を自主的に実現していけるような仕組みも必要かもしれません。 

４ 参加可能性をどう確保するか 

これまで指摘したような活動を仕掛けていくためには、まず、様々な

主体がそれぞれバラバラに存在するのではなく、活動の中心として働く

組織が求められます。学校を含む地域の各種団体等の活動主体をつなぐ

「ハブ」の役割を果たす組織です。例えば、保育所・幼稚園、学校、民生

委員児童委員、児童相談所、子育て関連組織・団体、各種町内組織、司法

機関、警察、病院・診療所、保健所、保護司等、地域の様々な活動主体を

ネットワーク化し、地域の青少年を包括的に育成する核となる組織がそ

れに該当するでしょう。 

例えば、各中学校区には、それぞれこども文化センターが設置されて

いますが、そこを拠点として、上記のような地域内の多様な主体が連携

し、地域における青少年の育成を協働して担っていくことが期待されま

す。 

また、川崎市では様々な地域イベントの情報等をまとめた「地域子育

てカレンダー」や「地域イベントカレンダー」が、既に作成されていま
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す。上記の「ハブ」組織では、それぞれの活動主体が行っている取組の情

報交換をするだけではなく、例えば取組の日程調整をしたり、同じよう

な趣旨のイベントは合同開催としたり、協働して新たな取組を立ち上げ

たりすることによって、情報を集約するだけにとどまらない、新たな「地

域カレンダー」を作成していくこともできるでしょう。それは、子ども

や若者たちを対象とした活動を整理・精選することで活動への参加可能

性を高めることでもありますし、地域の子どもや若者たちを育成するビ

ジョンを共有し、共に取り組んでいくことでもあります。 

なお、「ハブ」組織においては、どのように多世代をつなぎ、共生体験

を実現するかを考えたり、学校に働きかけて、地域と結びついた多世代

交流のカリキュラムを学校の先生方とともに検討したりするなど、コー

ディネーターが非常に重要な役割を果たすことになります。 

とはいえ、多世代交流の実現は、もちろんコーディネーターだけの責

任ではありません。様々な組織や部局が垣根を越えて協力し合ったり、

融通し合ったりする必要があります。例えば、学校や市民館、こども文

化センター等について、所管の異なる施設の連携を上記の「ハブ」組織

が統括し、多世代交流を通した中高生の育成のために一体的に運営して

いくことも必要になるかもしれません。 

子どもや若者の問題は、大人のあり方の問題でもあります。大人や行

政の都合に子どもや若者を合わせるのではなく、子どもや若者たちをよ

りよく育成するために、大人や行政がどう変われるかが求められている

ように思います。 
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第６章 経緯と意見具申―おわりにかえて― 

１ 意見具申に係る協議の経過について 

地方青少年問題協議会法の改正に基づく川崎市青少年問題協議会条例

の改正によって、第２９期の青少年問題協議会からは、市長は構成員に

加わらず、会長は委員の互選により選出することになりました。 

これにより、青少年問題協議会の主務として法の第２条に記載された

「当該地方公共団体の長及びその区域内にある関係行政機関に対し、意

見を述べることができる」とされていることについては、これまでは、

副会長から市長に意見具申をしてきましたが、今期からは、諮問機関の

長として、青少年問題協議会会長から市長への意見具申をすることに位

置付けが変更となりました。 

こうした変更を捉えながら、子ども・若者を取り巻く様々な問題につ

いて協議を行い、その中から、意見具申として、これからの川崎市の施

策展開にとって大切なテーマの設定等について検討することとし、その

まとめの手法としては、全体会のほか、専門委員会として「協議題・調査

専門委員会」を設置し、協議を行いました。 

第１回の全体会では、各委員が感じている青少年に関する課題等につ

いて、様々な意見や発言がありました。まとめると次のとおりです。 

①青少年・子どもの居場所 

②わくわくプラザ 

③子どもの貧困 

④青少年の自立支援 

⑤世代間交流 

⑥帰国子女や在日外国人を含む全ての子どもへの支援 

⑦青少年の社会参加 

これらを踏まえ、「協議題・調査専門委員会」において、川崎市の地域

包括ケアシステムの構築に向けた取組や子ども・若者の現状等を踏まえ

ながら、検討を進め、さらに、全体会での協議を経て、今回のテーマ設定
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となりました。 

多世代交流による地域づくりが推進されることは、全ての子ども・若

者にとっての居場所の問題に関連するものであり、子どもの貧困問題に

も資するものであるなど、複数のテーマを協議することができます。 

また、多世代交流というと、一般的には乳幼児や小学生と、高齢者と

の交流がイメージされますが、前期までの協議会で中高生世代を中心に

協議してきたことなども考慮し、今回の多世代交流というテーマに関し

ても、引き続き中高生世代に焦点を当てることが、青少年問題協議会で

の協議・検討にふさわしいものとなると判断しました。 

そして、協議・検討を進めるにあたって、次のことを常に念頭におく

こととしました。 

（１）川崎市は、地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者や障害者を

はじめ、子ども・若者や子育て世代の全ての地域住民を対象に、「多

世代交流」による共に生きる地域づくりに取り組んでいること。 

（２）一般的に、多世代交流は、社会全体のグローバルな視座から、地域

の活性化を目的に試みようとするものでもあるが、今期の協議会で

は、子ども・若者の成長にとっても多世代交流体験が大切な取組で

あるという視点から、特に、中高生世代が主体にも客体にもなり得

るような多世代交流の推進について協議を進めること。 

上記の２つの視点を持ちながら、「起草専門委員会」で協議、検討を深

め、「第１章 子ども・若者を取り巻く現状」、「第２章 子ども・若者の成

長と多世代交流の必要性」、「第３章 中高生世代による多世代交流の推

進に向けて」、「第４章 多世代交流に関する実践例」、「第５章 次世代

を担う子ども・若者を育む仕組みづくり」にまとめました。 

２ 「主体的に活躍できる中高生世代の育成～地域づくりを通した多世代 

交流」（第２９期青少年問題協議会 意見具申） 

学校現場においては、不登校やいじめの問題が喫緊の課題となるなど、

人間関係を苦手とする子ども・若者が増え、また、都市化の進展等によ
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り、地域における人間関係は希薄化しています。 

しかし、中学３年生を対象とした「平成２９年度全国学力・学習状況

調査」では、「地域や社会で起こっている問題や出来事に関心がある」や

「人の役に立つ人間になりたい」という割合が高い結果でした。中高生

世代の子ども・若者は、部活動や学習塾通い等で忙しく、多世代とつな

がる機会はあまりありません。しかし、この調査結果を踏まえますと、

多世代交流体験の機会が創出されれば、中高生世代の成長に多大な効果

をもたらします。 

また、多世代交流体験は、中高生世代にとって、少し目上の若者にロ

ールモデルを見いだすことで、自分にとっての近い将来のイメージが持

てることになります。他方、年少者との交流では、年長者としての自覚

が促され、自信や責任感が確立されていく等のメリットが考えられます。 

さらに、年長の大人や高齢者との交流では、多様な生き方や考え方へ

の気づきも促されます。 

多世代交流には、多世代と生活体験できるような、共生体験の機会が

得られる企画が必要です。しかし、共生体験の実施には難しさが伴いま

すので、現実に近い疑似体験となるのも仕方がないでしょう。疑似体験

であっても、相手の心に触れ、考えや思いを理解できる企画であれば、

他者尊重の精神が育まれます。この点が、多世代交流体験に期待される

最も大きな意義であり、このような精神をもった人材が、地域に必要な

人材として成長するのだと思います。 

現在、川崎市では、高齢者や障害者はもちろん、子ども・若者や子育て

世代も含め、全ての地域住民を対象とする地域包括ケアシステムの構築

に向け、「多世代交流」による共に生きる地域づくりに取り組んでいます。 

大人への成長を間近に控えた中高生世代が社会性を高め、自立してい

く過程において、多世代交流体験は意義深いのですから、川崎市におい

ては、中高生世代が主体にも客体にもなり得る多世代交流体験の創出に

向けた積極的な取組が必要となります。 
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【意見具申の実現に向けた具体的な取組への提言】 

青少年問題協議会では多世代交流に関する調査研究の一環として、川

崎市のこども文化センター、荒川区の尾久ふれあい館、世田谷区の喜多

見児童館を視察しました。他都市の事例や川崎市内の子ども会活動や青

少年指導員活動の中にも、川崎市におけるコーディネート役を考える上

でのヒントがありましたので、それらをもとに提言としてまとめました。 

（１）他都市の事例を踏まえて 

世田谷区喜多見児童館は、地域が主体となった活動を、いわば地域づ

くりの場として支援していました。区の直営施設である喜多見児童館と、

指定管理者制度をとっている川崎市のこども文化センターとは、運営形

態に違いがありますが、施設の規模や形状が似ていますので、喜多見市

と同様の機能を持たせるように強化できる可能性があります。 

様々な世代が集える場があれば、多世代交流が始まりやすいのも確か

です。荒川区尾久ふれあい館には、子どもと高齢者が活動できる環境・

設備がありましたが、川崎市にはこのような機能を備えた規模の施設は

ありません。ハード面での解決には相当な時間や経費が必要であり、早

急な解決策は難しいのも事実ですが、こども文化センターの中には設置

から長い年月が経過している施設があり、老朽化の課題が生じてきます

ので、今後は、ハード面の検討も必要となるでしょう。 

（２）子ども会とこども文化センターの事例を踏まえて 

川崎市のこども文化センターは現在５７館あり、そのほかに民間児童

館としての多摩ＫＦＪすかいきっず 1 館があります。こども文化センタ

ーでは平成１５年度から、開館時間を延長し、中高生や市民団体の利用

拡大を図っています。 

しかし、中高生向けとしては卓球等の設備があるものの、利用はわず

かです。こども文化センターは、主に小学生を中心とした仕様で設置さ

れた小さな児童館であるため、中高生になると利用しづらいとも言われ

ています。 

一方、子ども会はどうでしょうか。会員数が減っており、しかも、中学
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生になると退会してしまう傾向にあります。その一方で、シニアリーダ

ーがジュニアリーダーである中高生の育成を担っています。このリーダ

ー育成研修の対象となるジュニアリーダーは 114 人とのことですが、全

市の子ども会の数が 295 であることを考えると、多くはありません。こ

のような現状のある中、ジュニアリーダーの卒業生がシニアリーダーと

して引き継がれている伝統には、多世代交流体験による「中高生自身が

ロールモデルとなり、また自身にとってのロールモデルの存在も見つけ

出せる」しくみが既に備わっているといってもよいでしょう。 

また、子ども会のシニアリーダーによるジュニアリーダー育成活動の

推進は、会員減少に歯止めをかける取組として、子ども会としても期待

されているとのことです。つまり、この取組が拡大し、各単位子ども会

におけるジュニアリーダーが充実すれば、小学生がそれに続き、そして、

ジュニアリーダーはシニアリーダーとして、世代間で受け継がれていく

ことになります。 

こども文化センターでは、老人いこいの家との連携モデル事業として、

子どもと高齢者の交流を進めていますが、小学生と高齢者との交流にと

どまっています。それはそれで、子どもたちの成長につながる体験とし

ての効果が期待される取組ですが、子ども会のジュニアリーダーが関わ

れば、小学生、中高生世代、高齢者による切れ目のない効果的な多世代

交流体験となります。さらには、子ども会では、多くの大人の指導者が

子どもたちを見守っていますので、子どもから高齢者までの多世代交流

の輪が広がるようになります。 

あるいは、子ども会のジュニアリーダーが関わり、こども文化センタ

ーと共催して様々な行事を実施することができれば、小学生の会員の増

加と、「あのようなお兄さん、お姉さんみたいになりたい」というような

ロールモデルの機会ができ、ジュニアリーダーが増える流れが生まれる

でしょう。 

このように、地域の子ども会がこども文化センターを活躍の場として

利用すれば、喜多見児童館が地域のコーディネーターとしての役割を果

たしているように、こども文化センターにとっては、地域の人材や関係

団体の育成、活動の支援という機能の強化につながると期待されます。 
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今後、そうした取組を指定管理者制度に仕様として位置付け、しっか

りと実現させるよう検討していく必要があります。 

（３）子ども・若者を育む仕組みづくりに向けて 

子ども・若者たちが活躍できる場を用意する具体的な方法を検討して

いくにあたり、次の４つの視点を踏まえながら、多世代交流の取組を推

進していく必要があると考え、これらを本協議会の提言とします。 

① 情報発信の工夫の視点

多世代交流を推進するためには、まず、情報を届ける方法の検討が

大切です。現在、中高生世代は、スマートフォンやパソコンによるイン

ターネットを情報収集の手段として積極的に利用していますので、参

加を促すための情報発信についても、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー

キング・サービス）等の情報ツールの活用が効果的となります。また、

学校と連携して、チラシやポスター等で地域情報を届ける方法は地域

にとって有効です。 

② 内容の工夫の視点

何よりも、参加したいと思うような内容の工夫や、やりがいを感じ

られる活動にすること、さらに、より多くの人の参加を求めるならば、

たまに参加するだけでも成立するような企画が必要でしょう。参加の

度合いにこだわれば、「参加したいが、全部の出席は無理」という人は

参加をあきらめてしまうことになります。 

主体性や自分らしさを重要視する中高生世代を対象とするのですか

ら、中高生世代が尊重される内容が参加意欲を高めることにつながり

ます。 

③ 場の工夫の視点

②の内容とも関係することですが、多世代交流が自然にできる「場」

の確保は、ハード面とソフト面両方において大切です。多世代交流が

しやすい空間や時間の設定、自由に集まり、世間話ができるような「ゆ
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るい結びつき」の場の設定等の工夫が必要です。 

④ 人材育成の視点

情報発信・内容・場の工夫を実現する上で、まず考えなければならな

いのは、コーディネート役の存在です。川崎市の場合、地域の子どもの

居場所として中学校区ごとに設置されているこども文化センターや地

域団体にこうした役割が期待されています。さらに、コーディネート

役には、多世代交流体験の企画の担い手としてだけでなく、学校を含

む地域の各種団体等の活動主体をつなぐ「ハブ」組織としての役割も

求められます。 

また、各団体の活動を掌握しながら、それぞれの各活動が重複しな

いように日程調整をしたり、あるいは合同開催としたりして、中高生

世代や様々な世代の地域住民の参加の可能性を高めます。 



資   料
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地方青少年問題協議会法 

発令    ：昭和28年7月25日法律第83号  

最終改正：平成25年6月14日号外法律第44号 

（設置） 

第一条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町村に、附属機関とし

て、それぞれ都道府県青少年問題協議会及び市町村青少年問題協議会（特別

区にあつては、特別区青少年問題協議会。以下同じ。）（以下「地方青少年

問題協議会」と総称する。）を置くことができる。 

（所掌事務） 

第二条 地方青少年問題協議会は、当該地方公共団体における次の各号に掲げ

る事務をつかさどる。 

一 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必

要な重要事項を調査審議すること。 

二 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を

期するために必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 地方青少年問題協議会は、前項に規定する事項に関し、当該地方公共団体

の長及びその区域内にある関係行政機関に対し、意見を述べることができ

る。 

（組織） 

第三条 地方青少年問題協議会は、会長及び委員若干人で組織する。 

（相互の連絡） 

第四条 地方青少年問題協議会は、相互に緊密な連絡をとらなければならな

い。 

（経費） 

第五条 国は、都道府県青少年問題協議会を置く都道府県及び市青少年問題協

議会を置く地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十

九第一項の指定都市に対し、予算の範囲内において、当該都道府県青少年問

題協議会及び市青少年問題協議会の運営に要する経費の一部を補助すること

ができる。 

（条例への委任） 
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第六条 この法律に定めるものを除くほか、地方青少年問題協議会に関し必要

な事項は、条例で定める。 

附 則 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

２ 総理府設置法（昭和二十四年法律第百二十七号）の一部を次のように改正

する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔昭和三二年六月一日法律第一五八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、昭和三十二年八月一日から施行する。 

附 則〔昭和三三年五月一〇日法律第一四四号〕 

この法律は、昭和三十三年七月一日から施行する。 

附 則〔昭和三七年四月一六日法律第七七号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕 

附 則〔昭和四一年三月三一日法律第一六号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、昭和四十一年四月一日から施行する。 

附 則〔昭和四三年六月一五日法律第九九号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕 

附 則〔昭和五八年一二月二日法律第八〇号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、総務庁設置法（昭和五十八年法律第七十九号）の施行の日

〔昭和五九年七月一日〕から施行する。 

〔経過措置〕 

６ この法律に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定めることができる。 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第一〇二号抄〕 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八

号）の施行の日〔平成一三年一月六日〕から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔略〕 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八

条並びに第三十条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その

他の機関の会長、委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除

く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法

律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一～五 〔略〕 

六 青少年問題審議会 

七～五十八 〔略〕 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い

必要となる経過措置は、別に法律で定める。 

附 則〔平成二五年六月一四日法律第四四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔略〕 

二 第一条〔中略〕の規定 平成二十六年四月一日 

三 〔略〕 

（政令への委任） 

第十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
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○川崎市青少年問題協議会条例 

昭和33年 12月３日条例第26号  

改正

昭和35年４月１日条例第12号  

昭和37年３月31日条例第５号 

平成９年３月31日条例第２号 

平成12年 12月21日条例第57号  

平成19年 12月19日条例第52号  

平成27年３月23日条例第２号 

平成27年 12月17日条例第74号  

川崎市青少年問題協議会条例 

（設置） 

第１条  地方青少年問題協議会法（昭和28年法律第83号。以下「法」という。）

第１条の規定に基づき、川崎市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

（所掌事務及び意見の具申） 

第２条  協議会の所掌事務及び意見の具申については、法第２条に規定するとこ

ろによる。 

（組織） 

第３条  協議会は、会長及び委員35名以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(１) 市議会の議員 

(２) 教育委員会の委員 

(３) 関係行政機関の職員 

(４) 関係団体の役職員 

(５) 学識経験者 

(６) 本市職員 

３ 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によって定める。 

（委員の任期） 

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の
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委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前項の委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長の職務） 

第５条  会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

３ 会長及び副会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長

の職務を代理する。 

（専門委員） 

第６条  協議会に専門事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置く

ことができる。 

２ 専門委員は、関係行政機関の職員、関係団体の役職員、学識経験者のうちか

ら市長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門事項の調査を終了したとき解任されるものとする。 

（委員等の勤務） 

第７条  委員及び専門委員は、非常勤とする。 

（会議の招集） 

第８条  協議会は、会長が招集し、会議を開くものとする。 

（定足数及び表決） 

第９条  協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決する

ところによる。 

（庶務） 

第10条  協議会の事務を処理するため事務局をこども未来局に置く。 

（委任） 

第11条  この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和35年４月１日条例第12号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和37年３月31日条例第５号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年３月31日条例第２号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。ただし、第９条中川崎市青少年

問題協議会条例第１条の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年12月21日条例第57号） 

この条例は、平成13年１月６日から施行する。 

附 則（平成19年12月19日条例第52号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月23日条例第２号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第16条、第17条及び第20条の規定 平成27年５月１日 

(２) 第３条の規定 平成27年６月１日 

(３) 第19条の規定 平成27年７月１日 

(４) 第７条の規定 平成28年４月１日 

(５) 第12条、第14条及び第15条の規定 平成28年５月１日 

(６) 第２条、第４条、第11条、第13条及び第18条の規定 平成28年６月１日 

(７) 第６条の規定 平成28年９月１日 

(８) 第５条の規定 平成28年10月１日 

(９) 第８条の規定 平成28年11月１日 

附 則（平成27年12月17日条例第74号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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第２９期川崎市青少年問題協議会 協議過程 

全体会 議事内容 

第１回（平成 28 年 9 月 2 日） 
・今後の進め方について／・会長選出  
・協議題・調査専門委員７人選任  

協議題・調査専門委員会 議事内容 

第１回（平成 28 年 10 月 14 日） ・協議題について 

第２回（平成 28 年 11 月 15 日） ・協議題について 

視察（計３回） 
（平成 28 年 12 月  

～平成 29 年 1 月） 

・白幡台こども文化センター、菅生こども文化センター 
・藤崎こども文化センター、南河原こども文化センター 
・片平こども文化センター、白山こども文化センター 

第３回（平成 29 年 1 月 31 日） ・協議テーマ案決定  

全体会 議事内容 

第２回（平成 29 年 3 月 17 日） 
・協議テーマ決定  
・起草専門委員８人選任  

起草専門委員会 議事内容 

第１回（平成 29 年 5 月 25 日） ・今後の進め方について／・正副委員長選出  

第２回（平成 29 年 7 月 12 日） 
・協議題について 
・意見具申書の構成について 

視察  （平成 29 年 8 月 31 日） ・荒川区尾久ふれあい館  

第３回（平成 29 年 10 月 13 日）
・協議題について 
・意見具申書の構成について 
・執筆担当者決定 

全体会 議事内容 

第３回（平成 29 年 10 月 31 日）
・協議題について 
・意見具申書の構成について 

起草専門委員会 議事内容 

視察 （平成 29 年 11 月 10 日） ・世田谷区喜多見児童館  

第４回（平成 29 年 12 月 21 日） ・意見具申書の骨子について 

第５回（平成 30 年 2 月 13 日） ・意見具申書について 

第６回（平成 30 年 5 月 9 日） ・意見具申書について 

全体会 議事内容 

第４回（平成 30 年 5 月 30 日） ・第２９期意見具申書について 
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第２９期川崎市青少年問題協議会 委員名簿

区分 氏 名  所    属  選出分野
協 議 題

 ・ 調 査

委 員

起草

委員
任 期  

会長 岡田 守弘  横浜国立大学名誉教授 学識経験 28.9.1～30.8.31  

副会長 芳川 玲子  東海大学教授 〃 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

委員 河野 ゆかり 市議会議員 市議会 28.9.1～29.4.3  

〃 渡辺 あつ子 市議会議員 〃 28.9.1～29.4.3  

〃 片柳  進  市議会議員 〃 
28.9.1～29.4.3  

30.4.4～30.8.31  

〃 岩隈 千尋 市議会議員 〃 28.9.1～29.4.3  

〃 川島 雅裕 市議会議員 〃 29.4.4～30.4.3  

〃 斎藤 伸志 市議会議員 〃 29.4.4～30.4.3  

〃 木庭 理香子 市議会議員 〃 29.4.4～30.4.3  

〃 吉沢 章子 市議会議員 〃 29.4.4～29.10.6  

〃 本間 賢次郎 市議会議員 〃 29.10.26～30.4.3  

〃 松井 孝至 市議会議員 〃 30.4.4～30.8.31  

〃 末永  直  市議会議員 〃 30.4.4～30.8.31  

〃 林  敏夫 市議会議員 〃 30.4.4～30.8.31  

〃 渡邊 直美 教育長 教育委員会 28.9.1～30.8.31  

〃 石川 正勝
神奈川県警察川崎市警察部

担当補佐官 

関係行政

機関 
28.9.1～30.3.31  

〃 若松 康紀
神奈川県警察川崎市警察部

調査官 
〃 30.4.1～30.8.31  

〃 中島 幸治
横浜家庭裁判所川崎支部 

総括主任家庭裁判所調査官
〃 28.9.1～30.3.31  

〃 髙橋 隆治
横浜家庭裁判所川崎支部 

総括主任家庭裁判所調査官
〃 30.4.1～30.8.31  

〃 依田 秀行 横浜保護観察所企画調整課長 〃 28.9.1～29.3.31  

〃 柴田 由香 横浜保護観察所企画調整課長 〃 29.4.1～30.3.31  

〃 吉田 宏武 横浜保護観察所企画調整課長 〃   30.4.1～30.8.31  

〃 荒井 健二
神奈川県県民局くらし県民部

川崎県民センター長 
〃 28.9.1～29.3.31  

〃 白井 善裕
神奈川県政策局政策部 

川崎県民センター長 
〃 29.4.1～30.8.31  
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区分 氏 名  所    属  選出分野
協 議 題

 ・ 調 査

委 員

起草

委員
任 期  

委員 明瀬 忠義  川崎市立小学校長会副会長
関係行政

機関 
28.9.1～29.3.31  

〃 庄司 律子 川崎市立小学校長会副会長 〃 29.4.1～30.3.31  

〃 亀田 亮一 川崎市立小学校長会副会長 〃 30.4.1～30.8.31  

〃 相沢 宏明  川崎市立中学校長会代表 〃 ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 宮津 健一  川崎市立高等学校長会会長 〃 ○ 28.9.1～29.3.31  

〃 佐藤 栄寿  川崎市立高等学校長会会長 〃 29.4.1～30.8.31  

〃 齊藤 植栄  川崎市ＰＴＡ連絡協議会会長 関係団体 28.9.1～29.6.16  

〃 吉澤 慶太  川崎市ＰＴＡ連絡協議会会長 〃 29.10.31～30.8.31

〃 新井 久三  川崎市青少年育成連盟理事長 〃 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 霜越 儀一  
川崎市青少年指導員連絡 

協議会会長 
〃 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 坂田 重男  
川崎地区少年補導員連絡 

協議会副会長 
〃 28.9.1～30.8.31  

〃 前川 友太  
川崎市子ども会連盟シニア

リーダースクラブむげん副会長
〃 ○ 29.3.17～30.8.31  

〃 藤田 武志  日本女子大学教授 学識経験 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 大草 正信 大草心理臨床教育相談室主宰 〃 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 牟  鳳菊
川崎市外国人市民代表者会議

第１１期委員 
〃 28.9.1～30.3.31  

〃 蒋  香梅
川崎市外国人市民代表者会議

第１２期委員 
〃 30.4.1～30.8.31  

〃 香山 哲哉
元神奈川県公立中学校長会

会長 
〃 ○ ○ 28.9.1～30.8.31  

〃 唐仁原 晃 市民文化局長 行政機関 28.9.1～29.3.31  

〃 鈴木 賢二 市民文化局長 〃 29.4.1～30.8.31  

〃 成田 哲夫 健康福祉局長 〃 28.9.1～30.3.31  

〃 北  篤彦 健康福祉局長 〃 30.4.1～30.8.31  

〃 西  義行 教育委員会事務局教育次長 〃 28.9.1～30.3.31  

〃 小椋 信也 教育委員会事務局教育次長 〃 30.4.1～30.8.31  

〃 邉見 洋之 こども未来局長 〃 28.9.1～30.3.31  

〃 袖山 洋一 こども未来局長 〃 30.4.1～30.8.31  
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